
私立高等学校通信制課程の設置認可等に関する審査基準【改正後全文】 

 

（趣旨） 

第１条 私立高等学校（以下「高等学校」という。）の通信制の課程の設置，通信制の課

程を置く高等学校（以下「実施校」という。）の設置，設置者の変更及び学則の変更

（広域の通信制の課程に係るもの及び通信制の課程の収容定員に係るものに限る。）に

係る認可については，法令に定めるもののほか，この審査基準の定めるところによるも

のとする。 

（名称等） 

第２条 実施校の名称，設置者及び通信制の課程に係る教育課程については，私立高等学

校の設置及び収容定員変更の認可等に関する審査基準第２条，第３条及び第１６条の規

定を準用する。 

（位置） 

第３条 実施校の位置は，生徒の教育上適切な環境に定めなければならない。 

（通信教育の区域） 

第４条 実施校の通信教育を行う区域（以下「実施区域」という。）は，実施区域全体に

わたる生徒の就学状況，生徒の募集見込等から必要性が認められるものでなければなら

ない。 

（協力校） 

第５条 実施校の設置者は，教育上支障がない限り，当該実施校の行う通信教育について

協力する高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下「協力校」という。）を設け

ることができる。 

２ 実施校と協力校の設置者が異なる場合は，実施校の設置者は，教職員，施設，設備そ

の他の協力を受ける内容について，協力校の設置者とあらかじめ文書で取り決めるもの

とする。 

（通信制の課程の規模） 

第６条 実施校における通信制の課程に係る収容定員は，教員及び職員の数その他教職員

組織，施設，設備等を踏まえ，適切に定めるものとする。 

（校長） 

第７条 通信制の課程のみを置く高等学校（以下「独立校」という。）の校長は，常勤と

する。ただし，同一の学校法人の他の学校と併任する場合であって，各学校の教育上支

障のないときは，この限りでない。 

（教職員） 

第８条 実施校における通信制の課程に係る副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭及び教諭

の数は，５又は当該課程に在籍する生徒数（新たに設置する通信制の課程にあっては，

当該課程に在籍する生徒の見込数）を80で除して得た数のうちいずれか大きい方の数以



上とし，かつ，教育上支障がないものとする。 

２ 前項の教諭は，特別の事情があり，かつ教育上支障がない場合は，助教諭又は講師を

もってこれに代えることができる。 

３ 実施校に置く教員等は，教育上必要と認められる場合は，他の学校の教員等と兼ねる

ことができる。 

４ 実施校には，生徒数に応じ，通信制の課程に係る相当数の事務職員を置かなければな

らない。 

（施設） 

第９条 実施校及び協力校の校舎等の施設は，指導上，保健衛生上，安全上及び管理上適

切なものでなければならない。 

第１０条 独立校の校舎の面積は，1,200平方メートル以上とする。ただし，独立校にお

いて次条第３項の規定により他の学校等の施設を兼用する場合若しくは地域の実態その

他により特別の事情があり，かつ，教育上支障がない場合は，この限りでない。 

第１１条 実施校の校舎には，少なくとも次に掲げる施設を備えなければならない。 

(1)  学級数に相当する普通教室 

(2)  特別教室等 

(3)  図書室，保健室 

(4)  職員室 

２ 校舎には，前項に掲げる施設のほか，必要に応じて，専門教育を施すための施設を備

えなければならない。 

３ 第１項第１号から第３号までに掲げる施設は，全日制の課程又は定時制の課程を併置

する実施校（以下「併置校」という。）にあっては当該各号に掲げる施設に相当する全

日制の課程又は定時制の課程で行う教育の用に供する施設と，独立校にあっては当該独

立校の同一敷地内又は隣接地に所在する他の高等学校の教育の用に供する当該各号に掲

げる施設に相当する施設と兼用することができる。 

４ 前項の規定により兼用する場合においては，併置校にあっては通信制の課程と他の課

程とがそれぞれ学習指導要領等に基づく教育課程の実施上支障がないこと，独立校にあ

っては当該独立校と他の高等学校とが同一の学校法人の設置するものであり，かつ，そ

れぞれ学習指導要領等に基づく教育課程の実施上支障がないことを要する。 

第１２条 実施校は，生徒の教育上必要な運動場を確保するように努めなければならな

い。 

２ 前条第３項及び第４項の規定は，前項の運動場に準用する。 

（設備） 

第１３条 実施校には，学科の種類，生徒数に応じ，指導上，保健衛生上及び安全上必要

な種類及び数の校具及び教具を備えなければならない。 

２ 前項の校具及び教具は，常に改善し，補充しなければならない。 



第１４条 実施校の施設及び設備は，負担付き又は借用のものであってはならない。ただ

し，特別の事情があり，かつ，教育上支障のないことが認められる場合においては，こ

の限りでない。 

２ 校地には，公益上必要な場合等特別な場合を除き，教育目的以外のために使用される

施設及び設備を設けてはならない。 

（他の学校等の施設及び設備の使用） 

第１５条 実施校は，生徒の通学可能区域に本校がなく，かつ，第５条に定める協力校を

設けることができない等真にやむを得ない事由があるときに限り，教育上及び安全上支

障がないことが認められる場合は，他の学校等の施設及び設備を使用することができ

る。 

２ 前項の他の学校等は，原則として学校教育法に定める学校若しくはこれに類する施設

に限る。 

（収容定員増等の認可） 

第１６条 実施校の設置及び収容定員の増加に係る学則の変更認可については，学校法人

（高等学校，中等教育学校，義務教育学校，中学校，小学校又は特別支援学校）の寄附

行為及び寄附行為変更の認可に関する審査基準第１２条の規定を準用する。この場合に

おいて，同審査基準第１２条の各号中既設校とあるのは，学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に規定する大学及び高等専門学校を含むものとする。 

（設置認可申請書等の提出期限） 

第１７条 実施校の設置をしようとする者は，実施校開設予定年度の前々年度の９月３０

日までに，収容定員の増をしようとする者及び通信制の課程の設置をしようとする者

は，収容定員変更予定年度若しくは通信制課程設置予定年度の前々年度の３月３１日ま

でに，別に定める計画書を知事に提出するものとする。 

２ 申請書の提出は，前項の計画書の了承に基づき，計画の達成が確実となった時期に，

関係書類を添えて，速やかに行うものとする。 

（広報活動） 

第１８条 設置認可申請前の広報活動は，次の各号のいずれにも該当する場合に行うこと

ができるものとする。 

１ 申請者の責任において実施すること。 

２ 関係書類やホームページの画面に「設置構想中」又は「設置計画中」と明確に記載す

ること。 

３ 学校名，学科の名称，教育内容，募集人員，募集開始時期，入学者選抜方法等につい

て掲載する場合は，「予定である」ことを明確に記載すること。 

４ 広報活動の内容は，事実に即した正確なものであることはもとより，計画書又は申請

書類等との整合性が保たれていること。 

５ 設置が確実であると誤解されるような断定的な表現は用いないこと。 



（生徒募集） 

第１９条 設置認可申請前の生徒募集は，原則として禁止する。ただし，次の各号のいず

れにも該当する場合は，この限りでない。 

１ 私立学校審議会の専門部会において了承されていること。 

２ 第１７条第２項に規定する申請書を提出していること。 

３ 開設予定年度の開校が確実と認められること。 

４ 関係書類及びホームページの画面に，「開校予定」又は「設置認可申請中」等と明確

に記載すること。 

５ 募集人員は，学則上の入学定員を明示すること。 

６ 入学案内又は募集広告等について，入学志願者に誤解を与えるような表現は用いない

こと。 

附 則 

この基準は，平成９年１月１日から施行する。 

附 則 

この基準は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は，平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１７条第１項の規定は，平成３０年度に実施校を開設しようとする計画書

の提出から適用し，平成２９年度以前に実施校を開設しようとする計画書の提出につい

ては，なお従前の例による。 

附 則 

この基準は，平成２９年３月１０日から施行する。 

附 則 

この基準は，令和３年２月１８日から施行し，令和２年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は，令和５年４月１日から施行する。 


